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京京
み や こ

・・ くく らら しし のの 安安 心心 安安 全全 情情 報報 第４６号  
（平成 2２年７月） 

 京都市文化市民局市民生活部市民総合相談課    

 

１ 相談の概要 

 

○ 平成２２年４月の相談件数は６５６件で，前年同時期(６２２件)と比べ増加 

○ 「不当請求・架空請求」は９９件と前年同時期（１４９件）に比べ大幅に減少したものの，引き

続き，第１位になっており，依然として注意が必要 

○ 多重債務の相談が減少する一方，敷金返還トラブルに関する相談が増加したため，「集合住宅」に

関する相談が「フリーローン・サラ金」に関する相談と逆転し，第２位に上昇 

 

相談件数の上位 

                                    商品・役務別相談件数 

商品・役務名 件数 構成比 主な内容 

不当請求・架空請求 99 15.1% はがきによる架空請求，アダルト情報サービス 

集合住宅 69 10.5% 敷金返還トラブル・住宅の購入 

フリーローン・サラ金 65 9.9% 多重債務など 

戸建住宅 22 3.4% 屋根，床下工事，設備工事 

書籍・印刷物 17 2.6% 新聞販売・同窓会名簿・紳士録 

教室･講座 17 2.6% 英会話教室・資格講座 

移動通信サービス 12 1.8% 携帯電話通話料・パケット通信料 

インターネット通信サービス 11 1.7% インターネット回線契約 

理美容 11 1.7% エステ・脱毛エステ 

その他 333 50.8%  

合計 656 100.0%  

                             ※ 平成２２年度から集計区分を一部見直しています。 

     
 
   年齢構成 
 

年 齢 件数 構成比 

20歳未満 24 3.7%

20 歳 代 82 12.5%

30 歳 代 100 15.2%

40 歳 代 78 11.9%

50 歳 代 79 12.0%

60 歳 代 94 14.3%

70歳以上 115 17.5%

団体･不明 84 12.8%

合 計 656 100.0%
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２ 平成２１年度の消費生活相談について 
 

１ 概要 

平成２１年度の市民総合相談課における消費生活相談件数は８，０１６件で，前年度 

（７，８０１件）と比べて２１５件，率にして約３％の増加となりました。 

前年度と比べ，下半期の相談件数が増加しており，市民しんぶん（１０月１５日号）挟み込みの

全戸配布等により，市民生活センターの相談窓口の周知を図ったことが要因の一つと考えられるこ

とから，今後も引き続き，相談窓口の周知及び相談しやすい環境づくりに努めていく必要があると

考えています。 

年齢別内訳を見ると，２０歳未満及び２０歳代の相談件数については，平成１７年度以降，漸次

減少してきており，全相談件数の１３．５％にとどまっている一方，６０歳以上の相談件数は全体

の２９．７％を占めており，依然として高齢者の被害が多い状況を示しています。 

また，３０歳代から５０歳代の相談件数も常に一定割合を占めており，決して少なくない状況に

あります。 

内容別内訳を見ると，上位３位までは前年度と同様ですが，預貯金・証券等の相談について，全

体に占める件数としては多くないものの，前年度に比べ大幅な増加傾向が認められることから，状

況を注視していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談件数の推移
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＜相談者（契約当事者）の年代別の相談件数＞ 

（上段：件数，下段：割合） 

 20 歳未満 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳以上 不明 合計 

平成 324 1,751 1,402 975 897 793 1,072 598 7,812 

17 年度 4.1% 22.4% 17.9% 12.5% 11.5% 10.2% 13.7% 7.7% 100% 

平成 297 1,348 1,388 1,051 1,070 892 1,125 781 7,952 

18 年度 3.7% 17.0% 17.5% 13.2% 13.5% 11.2% 14.1% 9.8% 100% 

平成 249 1,234 1,362 1,135 1,017 878 953 864 7,692 

19 年度 3.2% 16.0% 17.7% 14.8% 13.2% 11.4% 12.4% 11.2% 100% 

平成 172 950 1,172 1,036 1,008 965 1,017 1,481 7,801 

20 年度 2.2% 12.2% 15.0% 13.3% 12.9% 12.4% 13.0% 19.0% 100% 

平成 186 895 1,197 1,142 996 1,197 1,181 1,222 8,016 

21 年度 2.3% 11.2% 14.9% 14.2% 12.4% 14.9% 14.7% 15.4% 100% 

 

２ 平成２１年度の「相談件数上位１０」の内容 

平成２１年度の相談件数の多い商品等について，相談状況は次のとおりです。 

平成２１年度（総件８，０１６件） 

順 平成２１年度 

位 
商 品 ・ 役 務 名 

件数 構成比 

1 不当請求・架空請求 １，５５７ １９．４% 

2 フリーローン・サラ金 ８６１ １０．７% 

3 集合住宅 ７０４ ８．８% 

4 戸建住宅 ２２３ ２．８% 

5 書籍・印刷物 １８７ ２．３% 

6 電報・電話 １７２ ２．１% 

7 自動車 １３５ １．７% 

8 教室・講座 １２７ １．６% 

9 預貯金・証券等 １１８ １．５% 

10 生命保険・生命共済 １１５ １．４% 

 

（参考）平成２０年度（総件７，８０１件） 

順 平成２０年度 

位 
商 品 ・ 役 務 名 

件数 構成比 

1 不当請求・架空請求 １，５２６ １９．６% 

2 フリーローン・サラ金 １，１４５ １４．７% 

3 集合住宅 ５２４ ６．７% 

4 文具・事務用品 ２２４ ２．９% 

5 戸建住宅 ２０１ ２．６% 

6 理美容 １９９ ２．６% 

7 書籍・印刷物 １８１ ２．３% 

8 電報・電話 １６７ ２．１% 

9 生命保険・生命共済 １４６ １．９% 

10 教室・講座 １３６ １．７% 
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３ 「消費者力パワーアップセミナー２０１０」の開催について
 

 

 近年の規制緩和，情報化社会の進展，消費経済活動のグローバル化は，消費者の選択肢を広げ，消費生活の豊か

さをもたらす一方，悪質な事業者は，その時々の社会状況を悪用するなど，次々と新たな手口を駆使して消費者を

ねらってきます。こうした悪質商法等による消費者被害を未然に防止するためには，消費者自らが適切に判断し，

行動していく力（消費者力）を身に着ける必要があります。 

そこで，上記のことについて，以下のとおり開催します。 

 

１ 開催日時    第１回 平成２２年９月 ２日（木）  第２回 平成２２年９月 ７日（火）  

          第３回 平成２２年９月１４日（火）  第４回 平成２２年９月２１日（火）  

          第５回 平成２２年９月２７日（月）  第６回 平成２２年９月２８日（火）  

  

２ 開催場所   ・第１回，第３回，第４回（９月２日，１４日，２１日）開催のセミナー 

市民総合相談課研修室（中京区烏丸御池東南角アーバネックス御池ビル西館４Ｆ市民生活センター） 

・第２回（９月７日）開催のセミナー 

せいきょう会館（中京区夷川通烏丸東入西九軒町２９１） 

・第５回（９月２７日）開催のセミナー 

コープ桃山（伏見区竹中町６０９） 

・第６回（９月２８日）開催のセミナー 

コープパリティ（右京区西京極東池田町４２） 

３ テーマ   第１回 消費者庁が発足して１年～消費者行政は何が変わったのか～ 

        第２回 携帯電話・パソコンと上手に付き合おう～子どもをネット犯罪から守るために～ 

        第３回 高齢者をねらう悪質商法～新たな手口続出，だまされるのはこんなケース～ 

第４回 貸金業法が変わりました！消費者金融・クレジットカードの落とし穴 

                     ～今，借りているお金は？これから借りるお金は？～ 

第５回 ライフスタイルに合わせて考えてみませんか？～「税と社会保障」をもっと身近に～ 

第６回 ライフスタイルに合わせて考えてみませんか？～「税と社会保障」をもっと身近に～ 

４ 定員等   各回とも先着５０名 

        消費生活や消費者力向上に興味・関心をお持ちの１８歳以上の方であればお申込みいただけます。 

        受講希望者は，８月１日（日）から８月３１日（火）の間に，講座名，郵便番号，住所，氏名，

電話番号，希望日を「７申込先」まで御連絡ください。 

５ 受講料   無料 

６ 主催    本セミナーは，京都市，京都生活協同組合，ＮＰＯ法人コンシューマーズ京都との共催事業です。 

７ 申込先   京都いつでもコール（京都市市政情報総合案内コールセンター） 

        午前８時～午後９時（年中無休） 

 電 話  ０７５－６６１－３７５５
み な こ こ

   ＦＡＸ  ０７５－６６１－５８５５
ご よ う は こ こ

 

        電子メール（送信フォームを御利用ください。） 

 パソコン  http://www.city.kyoto.lg.jp/sogo/page/0000012821.html 

 携帯電話  http://www.city.kyoto.jp/koho/m/cc/ 

 

※ 時間は，各回とも午前１０時～正午 

※ 各会場へご来場の際は，公共交通機関

を御利用ください。 

平成２２年７月発行 京都市文化市民局市民生活部市民総合相談課 

京都市印刷物 第２２３１０４号 


